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当行プロフィール当行プロフィール

■会社概要（２００７年３月末現在）

・ 創業 １８７７年（明治１０年）４月
・ 設立 １９４１年（昭和１６年）１２月
・ 本店所在地 甲府市丸の内１丁目２０番８号
・ 資本金 １５４億円
・ 従業員数 １，６１２人
・ 営業店舗数 本支店・出張所９１

（山梨県内７８、東京都内１３）
海外駐在員事務所１（香港）

当行は、地域に根ざし、地域社会の繁栄と経済発展に寄与するとともに、お客さまから信頼される

健全な経営姿勢を堅持し、経営内容の充実に努めてまいります。

本店

「地域密着と健全経営」

＜経営理念＞
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Ⅰ　平成１８年度決算概要と
　　　　平成１９年度業績予想
Ⅰ　平成１８年度決算概要とⅠ　平成１８年度決算概要と
　　　　平成１９年度業績予想　　　　平成１９年度業績予想



－ 5－

19/3期 18/3期 比  較

業 務 粗 利 益 43,144 40,822 2,322

資金利益 37,852 37,034 818

役務取引等利益 5,588 5,124 464

その他業務利益 △ 295 △ 1,337 1,042

(国債等債券５勘定尻) △ 468 △ 1,527 1,059

25,900 26,506 △ 606

213 957 △ 744

17,029 13,358 3,671

17,712 15,843 1,869

△ 369 3,257 △ 3,626

うち不良債権処理額  2,784 1,154 1,630

うち株式等関係損益 2,207 4,474 △ 2,267

16,659 16,615 44

△ 673 △ 999 326

うち減損損失 38 846 △ 808

うち役員退職慰労引当金繰入額 531 － 531

15,986 15,615 371

4,797 2,459 2,338

3,469 5,912 △ 2,443

7,718 7,244 474

コア業務純益

一般貸倒引当金繰入額

経　費

業 務 純 益

当 期 純 利 益

臨 時 損 益

経 常 利 益 

特 別 損 益

税引前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

（単位：百万円）

平成１８年度決算概要平成１８年度決算概要
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19／3期
前年比

役務取引等収益 7,801 645

投資信託 1,290 564

生損保 450 28

その他 6,060 51

役務取引等費用 2,213 182

5,588 464

＜百万円＞

合計

19／3期
前年比

役務取引等収益 7,801 645

投資信託 1,290 564

生損保 450 28

その他 6,060 51

役務取引等費用 2,213 182

5,588 464

＜百万円＞

合計

19／3期
前年比

資金運用収益 43,422 1,373

貸出金 28,607 1,860

有価証券 12,219 112

その他 2,595 △ 599

資金調達費用 5,570 555

37,852 818

＜百万円＞

合計

19／3期
前年比

資金運用収益 43,422 1,373

貸出金 28,607 1,860

有価証券 12,219 112

その他 2,595 △ 599

資金調達費用 5,570 555

37,852 818

＜百万円＞

合計

19／3期
前年比

一般貸引繰入額 213 △ 744

不良債権処理額 2,784 1,630

個別貸引繰入額 2,083 1,154

貸出金償却 4 △ 132

債権売却損 696 608

2,998 887

＜百万円＞

合計

19／3期
前年比

一般貸引繰入額 213 △ 744

不良債権処理額 2,784 1,630

個別貸引繰入額 2,083 1,154

貸出金償却 4 △ 132

債権売却損 696 608

2,998 887

＜百万円＞

合計
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貸出金の状況貸出金の状況

貸出金残高推移（全体・山梨県内）　貸出金残高推移（全体・山梨県内）　 マーケット別残高推移マーケット別残高推移

　　総貸出金残高は前年同期比３９３億円の増加、山梨県内貸出金は同１３８億円の減少

　　個人は前年同期比７８億円の増加、事業先は１９９億円減少、国・地公体は５１５億円増加

2,187

8,889
8,817

8,646
8,889

9,135 8,957
8,936

3,678
3,686

3,698 3,846
3,992 4,032

4,070
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国･地公体 事業先 個人

13,867
14,301 14,223

14,800 14,544
15,194

14,325

8,7218,5468,8608,500
8,849
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8,984
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預金の状況預金の状況

マーケット別残高推移マーケット別残高推移預金残高推移（全体・山梨県内）預金残高推移（全体・山梨県内）

　　総預金残高は前年同期比３２８億円の増加、山梨県内預金は同３１０億円の増加

　　個人預金は前年同期比３０１億円増加、法人預金は同７５億円増加、地公体等預金は同４９億円減少

22,801 23,089 23,417
23,50723,22123,110

22,061
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15,674 15,720 15,733 15,879 15,929 16,028 16,231
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【マーケットリスクへの対応】
○オルタナティブ投資への取り組み（国内債券・株式との非相関）
　 投資信託等残高 728億円（有価証券に占める比率8.17％）
　　同　　　評価損益 150億円（前年同期比＋62億円）
○変動15年国債残高 675億円

　　　有価証券残高 　　　８，９１４億円（前年同期比△１８０億円）

　　　評価損益 　　　８０５億円（ 　　〃 　＋７１億円）

　　　デュレーション 　　　　円債　３．１

有価証券残高（時価評価後）の推移有価証券残高（時価評価後）の推移 評価損益の推移評価損益の推移

ポートフォリオの健全性を維持ポートフォリオの健全性を維持

有価証券の状況有価証券の状況

335 321

691 648
100 157

-45
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株式 債券 投信

474

805
733

531

3,575 4,011 4,167 4,065

1,796
1,607 1,599 1,580

1,256 1,092 988 1,187

805 813 1,187 1,178354 469
757 728

415
536

395 173

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

16/3 17/3 18/3 19/3

（億円）

国債 地方債 社債 株式 投信等 外債

8,204

8,9149,095
8,531

3.13.13.13.3円建債券

19/318/317/316/3

債券デュレーションの推移



－ 9－

4,151

5,637

1,899

3,269

1,713

1,502

2,801

866

1920

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

１年以内 １年超５年以内 ５年超

億円

13,384  (61%)

2,579  (12%)

短プラの変動に連動する貸出金　　３，６６０億円（６５％）
引上げに交渉が必要な貸出金  　　１，９７７億円（３５％）

固定金利貸出金

その他変動金利
貸出金

市場金利連動型
貸出金

短プラ基準
貸出金

有価証券

基準日　　　　 平成１９年３月末
対象　　　　　　貸出金、有価証券（国内）
合計金額　　　２２，０３３億円
注：（　）は構成比を表示

6,070  (27%)

金利感応資産の状況金利感応資産の状況
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利回り･利鞘（国内）の状況利回り･利鞘（国内）の状況

0.80 0.78 0.74 0.76

0.02 0.02 0.01
0.09

1.12
1.15 1.15 1.15

1.96
1.90

1.941.97

1.321.301.281.23

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

15年度 16年度 17年度 18年度

％

貸出金利回り

預金利回り

経費率
預貸金利鞘

有価証券利回り

　　預金利回り上昇するも、貸出金利回りの上昇、経費率の低下から預貸金利鞘はやや拡大

2.688

2.897

2.066

1.914

1.817

1.50

2.00

2.50

3.00

18/4 5 6 7 8 9 10 11 12 19/1 2 3

％

短プラ基準
貸出金利回り

貸出金利回り

＋0.249%

＋0.209%

追随率　83%

短プラ引上げ

0.25%

短プラ引上げ

0.25%

貸出金利回り（国内）の推移（月次）貸出金利回り（国内）の推移（月次）利回り・利鞘（国内）の推移（年度）利回り・利鞘（国内）の推移（年度）
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役務収益の状況役務収益の状況

3,374 3,659 3,908 4,053

2,119 2,083 2,033 1,937

769 812
1,215

1,811

11.10%
11.36%

12.55% 12.95%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

15年度 16年度 17年度 18年度

百万円

貸金庫・ATM・口座振替ほか 内国為替振込 投信･保険・国債 役務利益率

6,262

7,801
7,156

6,554

※　役務利益率＝役務利益÷業務粗利益

　　　新・第８次長計目標７２億円を超過達成　　　　投資信託の販売が好調を持続しており、役務収益は堅調に推移　

　　　役務利益率も上昇基調で推移
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経費とＯＨＲ経費とＯＨＲ

14,855 14,596 14,559 14,342

10,086 10,238 10,720 10,380

1,116 1,253 1,226 1,178

65.12% 63.24% 62.58%
59.38%

60.03%

64.93%65.13%
67.41%

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

15年度 16年度 17年度 18年度

百万円

人件費 物件費 税金

修正ＯＨＲ

26,058 25,90026,50626,087

ＯＨＲ

　　　　１８年度は人件費・物件費ともに前年比減少

　　　　粗利の増加、人件費・物件費の減少により、ＯＨＲ・修正ＯＨＲ共に改善

※修正ＯＨＲ＝経費÷コア業務粗利益
　　コア業務粗利益＝業務粗利益－債券５勘定尻
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自己資本比率の状況自己資本比率の状況

9.68%
9.48%

11.99%

10.31%

11.84%
11.67%

11.34%
11.37%

11.40%

11.22%

10.75%
10.72%

11.11%
11.01%

8.11%

10.51%

9.73%
9.22%

7%

9%

11%

13%

14/3 15/3 16/3 17/3 18/3 19/3

自己資本比率 ＴｉｅｒⅠ比率 中核自己資本比率（※）

※中核自己資本比率＝税効果相当額を控除した自己資本比率

　　　　高水準の自己資本比率を維持

自己資本比率の推移自己資本比率の推移

１,１５９,０６５リスクアセット

うち一般貸倒引当金

税効果相当額が

ＴｉｅｒⅠに占める割合

うち税効果相当額

１１．９９％自己資本比率

１３９,００６自己資本額（Ａ）＋（Ｂ）－（Ｃ）

３３１控除項目　　　　　　　　　 （Ｃ）

７,１７６

７,１７６ＴｉｅｒⅡ（補完的項目）　　（Ｂ）

８．６１％

１１,３８７

１３２,１６１ＴｉｅｒⅠ（基本的項目）　　（Ａ）

１９／３

自己資本額の内訳自己資本額の内訳

単位；百万円

※　１９/３期より新ＢＩＳ基準



－ 14－

金融再生法開示債権額・比率の推移金融再生法開示債権額・比率の推移

金融再生法開示債権・与信コストの状況金融再生法開示債権・与信コストの状況

与信コスト・与信費用比率の推移与信コスト・与信費用比率の推移

27,810 26,331 24,633 23,146 19,406

56,255
44,884 49,511 50,167

43,482

36,001

39,447
18,239 20,768

16,710

5.16%

8.03%
7.60%

6.35% 6.26%

0

20,000

40,000
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100,000
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160,000

180,000

15/3 16/3 17/3 18/3 19/3

百万円

破産更生等債権 危険債権

要管理債権 不良債権比率

120,067120,067
110,663110,663

92,38392,383 94,08294,082 5,132

2,239 2,111

2,998

0.20%

0.38%

0.15%0.16%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

15年度 16年度 17年度 18年度

百万円

与信コスト 与信費用比率

　　　　企業再生支援、最終処理促進等により、不良債権比率は低下

　　　　担保等による保全率は約８８％を確保

与信費用比率＝与信コスト÷貸出金平残
与信コスト＝一般貸倒引当金繰入＋個別貸倒引当金繰入＋貸出金償却
　　　　　　　　＋債権売却損＋その他

79,59979,599
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定 量 目 標定 量 目 標 １７／３期１７／３期

１５１億円１５１億円

０．６１％０．６１％

５．００％５．００％

６５．１３％６５．１３％

６．３５％６．３５％

１１．６７％１１．６７％

１，７１２人１，７１２人

１９／３期１９／３期

１７７億円１７７億円

０．７０％０．７０％

５．７２％５．７２％

６０．０３％６０．０３％

５．１６％５．１６％

１１．９９％１１．９９％

１，５６９人１，５６９人

１６０億円突破１６０億円突破

０．６５％以上０．６５％以上

６％以上６％以上

５０％台５０％台

５％台５％台

１０.５０％以上１０.５０％以上

１,６５０人以下１,６５０人以下

１９／３期目標１９／３期目標１６／３期１６／３期

１３９億円１３９億円

０．５７％０．５７％

５．７２％５．７２％

６７．４１％６７．４１％

７．６０％７．６０％

１１．３４％１１．３４％

１，７９４人１，７９４人

コア業務純益コア業務純益

Ｒ Ｏ ＡＲ Ｏ Ａ

Ｒ Ｏ ＥＲ Ｏ Ｅ

Ｏ Ｈ ＲＯ Ｈ Ｒ

不良債権比率不良債権比率

自己資本比率
（国内基準）

自己資本比率
（国内基準）

職員数職員数

新・第８次長期経営計画の実績新・第８次長期経営計画の実績

　　　　新・第８次長計における最大の目標であるコア業務純益は目標を上回る１７７億円を計上

　　　　ＲＯＥ、ＯＨＲは目標まであと一息ながら、一定の成果　　　　

１８／３期１８／３期

１５８億円１５８億円

０．６３％０．６３％

５．５４％５．５４％

６４．９３％６４．９３％

６．２６％６．２６％

１１．８４％１１．８４％

１，６４０人１，６４０人

当期純利益
ＲＯＥ ＝

純資産期中平均残高総資産期中平均残高
ＲＯＡ ＝

コア業務純益 経費
ＯＨＲ ＝

業務粗利益
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20/3期(予想） 19/3期 差異

業 務 粗 利 益 436 431 5

資金利益 379 378 1

役務取引等利益 54 55 △ 1

その他業務利益 2 △ 2 4

(国債等債券５勘定尻) - △ 4 4

264 259 5

6 2 4

173 177 △ 4

△ 23 △ 3 △ 20

うち不良債権処理額  40 27 13

うち株式３勘定尻 15 22 △ 7

143 166 △ 23

72 77 △ 5当 期 純 利 益

コア業務純益

一般貸倒引当金繰入額

経　費

臨 時 損 益

経 常 利 益 

20/3期(予想） 19/3期 差異

業 務 粗 利 益 436 431 5

資金利益 379 378 1

役務取引等利益 54 55 △ 1

その他業務利益 2 △ 2 4

(国債等債券５勘定尻) - △ 4 4

264 259 5

6 2 4

173 177 △ 4

△ 23 △ 3 △ 20

うち不良債権処理額  40 27 13

うち株式３勘定尻 15 22 △ 7

143 166 △ 23

72 77 △ 5当 期 純 利 益

コア業務純益

一般貸倒引当金繰入額

経　費

臨 時 損 益

経 常 利 益 

（単位：億円）

平成１９年度業績予想平成１９年度業績予想

資
金
利
益

資
金
利
益

役
務
取
引
等
利
益

役
務
取
引
等
利
益

20／3期
前年比

役務取引等収益 78 0

投資信託 12 △ 1

生損保 4 0

その他 60 △ 1

役務取引等費用 23 0

54 △ 1

＜億円＞

合計

20／3期
前年比

役務取引等収益 78 0

投資信託 12 △ 1

生損保 4 0

その他 60 △ 1

役務取引等費用 23 0

54 △ 1

＜億円＞

合計

20／3期
前年比

資金運用収益 463 29

貸出金 318 32

有価証券 118 △ 3

その他 26 0

資金調達費用 84 28

379 1

＜億円＞

合計

20／3期
前年比

資金運用収益 463 29

貸出金 318 32

有価証券 118 △ 3

その他 26 0

資金調達費用 84 28

379 1

＜億円＞

合計

経　
　

費

経　
　

費

20／3期
前年比

人件費 143 0

物件費 108 4

税金 12 0

264 5

＜億円＞

合計

20／3期
前年比

人件費 143 0

物件費 108 4

税金 12 0

264 5

＜億円＞

合計
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Ⅱ　県内経済の動向と当行の位置付けⅡ　県内経済の動向と当行の位置付けⅡ　県内経済の動向と当行の位置付け
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山梨県の経済①山梨県の経済① 景気動向・県内総生産景気動向・県内総生産

「日本銀行甲府支店」

日 銀 短 観 業 況 判 断 Ｄ．Ｉ（ 県 内 ）

△ 2 △ 3

10

6

△ 13

△ 9

△ 40

△ 30

△ 20

△ 10

0

10

20

17/3 17/6 17/9 17/12 18/3 18/6 18/9 18/12 19/3 19/6

全産業

製造業

非製造業

県内総生産額・経済成長率の推移

3,131

3,216

3,323

3,254

3,178

2.1

2.8

3,000

3,050

3,100

3,150

3,200

3,250

3,300

3,350

13 14 15 16 17

（10億円）

△ 6

△ 5

△ 4

△ 3

△ 2

△ 1

0

1

2

3

4

（%）

実質県内総生産額（左軸）

県実質経済成長率（右軸）

国実質経済成長率（右軸）

（年度）

予測

「国民経済計算年報」「県民経済計算年報」
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山梨県の経済②山梨県の経済② 産業構造産業構造

「工業統計調査」● 山梨県の工業構造は、昭和57年の中央自動車道
全線開通と相前後して機械金属工業の集積が急
速に拡大し、現在では出荷額の約７割を占める。

● リーディング産業が「軽工業」から「ハイテク産業」
へと交替することで経済規模は順調に拡大。

　
製造品出荷額
全国順位

リーディング産業

昭和２５年 ４０位 繊維

昭和４５年 ４０位 繊維

平成  ２年 ３３位 電気機械

平成１７年 ３２位 一般機械

製造品出荷額等上位１０品目（小分類・平成１７年）

山梨県のリーディング産業の変遷

昭和57年度 1兆7,872億円

平成17年度 3兆3,230億円(85.9％増)
（速報値）

山梨県の製造品出荷額の推移

実質県内総生産の推移

製造品出荷額等の推移

昭和57年 １兆833億円

平成17年 2兆4,468億円(125.8％増）

　　　品　　          目 出荷額 全国シェア 順位

　果実酒 １５３億円 ２８．５％ １位

　貴金属製品 ４１５億円 ２８．６％ １位

  ミネラルウォーター １４０億円 ２３．６％ １位

   ウェーハプロセス（電子回路形成）用処理装置 ９１７億円 １３．６％ ２位

  その他の産業用ロボット ４９８億円 １２．５％ ２位

  フラットパネル･ディスプレイ製造装置 ３００億円 ９．７％ ２位

  半導体製造装置部品 ２６０億円 ５．９％ ３位

  発光ダイオード １６６億円 ８．９％ ４位

全国上位の生産品目（細分類・平成16年） 「経済産業省 平成16年工業統計表品目編」

488581610629
10631,1181,274

2,460 2,344
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山梨県の経済③山梨県の経済③ 主要プロジェクト主要プロジェクト

○中部横断自動車道

長野県佐久市～静岡県静岡市 総延長136㎞
全線開通すれば、上信越自動車道を通じて

太平洋と日本海を４時間で結ぶ。

①双葉ＪＣＴ～増穂ＩＣ間(16㎞)          
・双葉ＪＣＴ～白根ＩＣ間 平成14年3月に供用開始
・白根ＩＣ～南アルプスＩＣ間 平成16年3月に供用開始
・南アルプスＩＣ ～増穂ＩＣ間 平成19年2月に供用開始
②増穂ＩＣ～吉原ＪＣＴ間(59㎞)
・増穂ＩＣ～六郷ＩＣ間 平成28年開通予定（有料道路方式）
・六郷ＩＣ～富沢ＩＣ間 平成29年開通予定（新直轄方式：

国と自治体の負担で造る方式）

・富沢ＩＣ～吉原ＩＣ間 平成29年開通予定（有料道路方式）

　

西関東連絡道路

新山梨環状道路

中部横断自動車道

甲府富士北麓連絡道路

圏央道

大月

双葉

長坂

八王子ＪＣＴ

あきる野ＩＣ～八王子ＪＣＴ
平成19年6月23日開通予定
埼玉・鶴ヶ島方面
関越自動車道に接続（直結）

あきる野ＩＣ

長野・佐久方面
上信越自動車道に接続長野・名古屋方面

長野自動車道に接続（直結）

埼玉・花園方面
関越自動車道に接続

一般区間
７．８ｋｍ
未着工

一般区間
１６．６ｋｍ
未着工

先行区間
１８．４ｋｍ

○山梨リニア実験線の概略図 山梨県

都留ＩＣ

山梨リニア実験線未着工区間を建設：平成２５年度完成予定

勝沼ＩＣ

一宮御坂ＩＣ

上野原
ＩＣ

大月ＪＣＴ

神

奈

川
県

中央自動車道

六郷

富沢

富士吉田

中部横断自動車道

御殿場ＪＣＴ

吉原

東名高速道路

第２東名自動車道

海老名ＩＣ

中央自動車道

中央自動車道

増穂

圏央道

甲府

南ｱﾙﾌﾟｽ

リニア中央新幹線（東京～名古屋間）：平成３７年の営業運転開始を目指す。
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その他

9.2% 山梨中央銀行

37.1%

信金・信組

38.5%

農協

6.4%

大手行

8.8%

県内預貸金シェア県内預貸金シェア

県内預金シェア（１９／３）県内預金シェア（１９／３） 県内貸出金シェア（１９／３）県内貸出金シェア（１９／３）

　　　　県内預金シェアは４４．９％で前年比０．５ポイント上昇

　　　　県内貸出金シェアは安定的に推移

県内預貸金シェア推移（郵便局を除く）県内預貸金シェア推移（郵便局を除く） 指定金融機関の受託状況（１９／３）指定金融機関の受託状況（１９／３）

その他

1.5% 山梨中央銀行

44.9%

信金・信組

32.8%

農協
13.2%

大手行
7.6%

（郵便局を除く）

9.2%6.4%38.5%8.8%37.1%１９／３

9.1%5.8%39.0%8.9%37.2%１８／３

9.3%6.2%39.1%8.3%37.1%１７／３

9.0%6.1%40.7%8.0%36.2%１６／３

貸出金

シェア

1.5%13.2%32.8%7.6%44.9%１９／３

1.5%13.0%33.4%7.7%44.4%１８／３

1.6%12.8%33.8%7.5%44.3%１７／３

1.6%12.7%34.8%7.6%43.3%１６／３

預金

シェア

その他農協信金・信組大手行当行

２５１１１３１
当行が指定金融機関を
受託している自治体数

２９１５１３１県内の自治体数

合計町村市県
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Ⅲ　中期経営計画‘Evolution2010’Ⅲ　中期経営計画Ⅲ　中期経営計画‘‘EvolutionEvolution20102010’’
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中期経営計画戦略体系中期経営計画戦略体系（（20072007年年44月～月～20102010年年33月）月）

２．産業振興と地域活性化を牽引する銀行

３．高い健全性と収益性を兼ね備えた銀行

４．高い経営力で進化･発展しつづける銀行

１．お客さまの視点で考えお客さまに支持される銀行

チャネルの拡充

人　材　育　成

ＣＳ基盤の構築 市場運用力の強化

顧客ロイヤルティの向上と高収益体質の構築

法人ソリューション
戦略

個人ソリューション
戦略

地域ソリューション
戦略

内部管理態勢の強化

お客さまの視点で価値を提供する

基本戦略を全行的観点で支える

　　　　　　　　　　　　　　　　お客さまから支持され進化・発展し続ける金融サービス業あ　る　べ　き　姿

５つの基盤拡充施策

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス

顧
客
保
護

３つの基本戦略

定
性
目
標
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‘‘ＥｖｏｌｕｔｉｏｎＥｖｏｌｕｔｉｏｎ20102010’’の定量目標の定量目標

定量目標定量目標
Ｈ２２／３期目標Ｈ１９／３期実績

不良債権比率不良債権比率

自己資本比率（国内基準）自己資本比率（国内基準）

Ｒ Ｏ ＥＲ Ｏ Ｅ

Ｒ Ｏ ＡＲ Ｏ Ａ

修正ＯＨＲ修正ＯＨＲ

役務収益役務収益

預金残高（期中平残）預金残高（期中平残）

貸出金残高（期中平残）貸出金残高（期中平残）

コア業務純益コア業務純益

５.１６％５.１６％

１１．９９％１１．９９％

５.７２％５.７２％

０.７０％０.７０％

５９.３８％５９.３８％

７８億円７８億円

２兆３,０３３億円２兆３,０３３億円

１兆４,４３３億円１兆４,４３３億円

１７７億円１７７億円

４％台４％台

１０.５％以上１０.５％以上

６.０％以上６.０％以上

０.７％以上０.７％以上

５０％台５０％台

８２億円８２億円

２兆３,８００億円２兆３,８００億円

１兆５,８００億円１兆５,８００億円

１８５億円突破１８５億円突破

修正OHR＝経費÷コア業務粗利益
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コア業務純益目標達成のシナリオコア業務純益目標達成のシナリオ

コア業務純益
177億円

コア業務純益
185億円突破

８３億円

４億円

８億円
７９億円

７億円

貸
出
金
利
息

有
価
証
券
利
息

役
務
収
益

預
金
等
利
息 経

費

平成22年3月期

８億円
以上

中計目標策定上の市場金利のシナリオ
短期金利 　　　　１・２年目は年０．２５％、３年目は年０．１０％の上昇を見込む。
長期金利 　　　　短期金利の上昇幅の半分を見込む。
　　　　　　　　　　　　　（市場金利のフラット化の流れが継続することを想定）

平成19年3月期
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顧
客
ロ
イ
ヤ
ル
テ
ィ
の
向
上
・
収
益
力
強
化

個人ソリューション戦略の概要個人ソリューション戦略の概要

決済機能 ニーズ

資産形成 ニーズ

個人ローン ニーズ

資産運用 ニーズ

ダイレクトチャネルダイレクトチャネル

２０歳 ４０歳 ６０歳

取
引
の
厚
み
拡
大

お客さまのライフサイクル

クロスセル・
アップセルによる
収益機会の拡大

有機的連携

顧客ニーズに対し
タイムリーな
ソリューション提供

１．資産運用・資産形成ニーズへの対応

※クロスセル；お客様に追加的に商品・サービスを提供し取引の囲い込みを図る。
　 アップセル；お客様に商品・サービスを提供し質・量共に拡大をを図る。

中計における個人マーケットの基本戦略

３．利便性の高い機能サービスの提供

２．ライフイベント別資金ニーズへの対応

山梨県の団塊世代マーケット推計

退職金総額

推定　２,３００億円
　　　　　　　　　　　　（農林中金総合研究所試算）

営業店チャネル営業店チャネル

今後３年間の定年退職予定者数
　約３４,０００人

渉外渉外

店頭店頭
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投信･個人年金保険への取り組み投信･個人年金保険への取り組み

　　　　投資信託・個人年金保険店頭販売体制の一層の強化　　　　　資産運用セミナーによる顧客層の拡大
　　　　ブロックFA体制の強化

41

59

46 46

515150

185
179

164

147

169

115

0

10

20

30

40

50

60

70

16
上

16
下

17
上

17
下

18
上

18
下

21
下
目
標

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

販売額 手数料収入

（左軸；販売額　億円） （右軸；手数料　百万円）



－ 28－

個人向け貸出金への取り組み個人向け貸出金への取り組み
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（億円）

　　　個人ローン残高目標 ４，３５５億円（平成２２年３月末）

　　　各チャネルの連携強化による顧客資金ニーズの掘り起こし

◎◎ ライフイベント別資金ライフイベント別資金
　　ニーズへの対応　　ニーズへの対応

１．相談ニーズに適時かつ
　　組織的に対応できる
　　態勢整備

２．顧客が迅速・簡便にロー
　　ンを利用できる業務態勢
　　の構築

３．より広い顧客層の資金
　　ニーズへの対応強化

４．住宅ローン顧客とのリレー
　　ションシップと生涯収益の
　　向上

５．プロモーション力の強化

個人ローン残高推移個人ローン残高推移
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法人ソリューション戦略の概要法人ソリューション戦略の概要

営　業　店

ブロック営業体制
個社別攻略カルテ

営　業　店営　業　店

ブロック営業体制
個社別攻略カルテ

山梨中銀経営
コンサルティング㈱

本部
法人部門
（推進専担者）

　　

零細企業

中堅企業

大企業

中小企業

１．企業規模別・業種別取引推進体制の強化

中計における法人マーケットの基本戦略

３．法人取引推進インフラの整備・拡充

２．情報戦略の強化およびソリューションツールの拡充

当
行
の
メ
イ
ン
タ
ー
ゲ
ッ
ト

当行グループの一体となった推進態勢の構築

各
種
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
の
提
供

各
種
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
の
提
供

サポート

　　　
　　　　　　　

　　法人マス戦略の展開

１．ダイレクトチャネルによる取引基盤の拡大

３．保証協会・ＴＫＣとの関係強化

２．小規模事業者向けローン商品の開発
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事業先向け貸出金への取り組み事業先向け貸出金への取り組み

5,793 5,659 6,013 5,920 6,056 5,876 5,754
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（億円）

中小企業 中堅企業 大企業

8,888 8 ,9358,9569,1348,889
8,645

8,817

企業規模別残高推移企業規模別残高推移

　　　　事業先向け貸出金残高目標 ９,６５０億円（平成２２年３月末）
　　　　 「個社別攻略カルテ」の活用・事業先向け無担保ローンの推進強化

主な事業先向け無担保ローン残高推移主な事業先向け無担保ローン残高推移
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おまかせ君（東京地区限定商品）
Ｙクイック（東京地区限定商品）
ビジネスサポートローン（オリックス保証）
リテールパートナーＭＡＸ１００
ビッグアシスト

○商品の特徴
　①スピード審査
　②無担保
　③第三者保証人不要

28,376

4 ,490

14 ,048

16 ,095

21 ,956

25 ,289
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経営支援（創業･成長･再生）への取り組み　経営支援（創業･成長･再生）への取り組み　

平成１３年４月に技術アドバイザー設置。

販路拡大や技術・事業の将来性の評価などの

コンサルティングを実施。

技術アドバイザーとの連携による企業の成長支援
（平成１３年４月～１９年３月）

本部・営業店の連携による企業の再生支援
　　　　　（平成１７年４月～１９年３月）

平成１３年６月に「再生支援チーム」を設置。

平成１４年４月に「企業支援グループ」として独立。

総勢１０名（うち４名が中小企業診断士 ）

３２６先コンサルティング先数

３７件ビジネスマッチング件数

１３３先／９７億円投融資先数／金額

７０先債務者区分のランクアップ先数

１１６先経営改善計画策定先数

３３８先経営改善支援の取組先数

中
小
事
業
者
の

お
客
さ
ま

事業資金の提供
コンサルティング
ビジネスマッチング
情報提供など

連 携

外部 機関

技術アドバイザー 公共団体・山梨大学

研究・専門機関 経済団体・業界団体

政府系金融機関 外部コンサルタント

当 行

本部支援部署 営業店

グループ会社
山梨中銀経営コンサルティング㈱等

当行グループ

経営支援

「リレバンの機能強化計画」→「地域密着型金融推進計画」
‘Evolution 2010’法人ソリューション戦略

　　　　　　　　 地域ソリューション戦略　

・山梨中銀ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄｻｰﾋﾞｽ（平成１８年１月取扱開始）

当行グループと外部機関とのネットワークやノウハウを活用

したオーダーメードの経営支援。

・ビジネスマッチング

商談会（やまなし食のマッチングフェア・東京ビジネスサミット）

イントラネットによる取引先情報の活用など。

山梨中銀ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄｻｰﾋﾞｽやﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞ
による企業支援（平成１８年４月～１９年３月）

１８０件

４８件
山梨中銀コーディネートサービスによる

企業支援（課題解決）対応件数

商談会・イントラネット活用による

ビジネスマッチング件数
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地域ソリューション戦略の概要地域ソリューション戦略の概要

観光分野への取組み

医療・介護分野への取組み

農業分野への取組み

地場産業の育成強化

産学官連携強化

地域活性化への貢献

コミュニティビジネス（NPO法
人等）のサポート

地域開発プロジェクトへの
参画

地域づくりへの参画

少子高齢化対策への取組み

環境問題への取組み

地域社会への貢献
（ＣＳＲ）

地公体取引採算改善の向上

公共業務の民間委譲支援

自治体ニーズと民間ニーズの
マッチング

業務効率化サポート

電子自治体対応へのサポート

地方自治体との連携強化

地域ソリューション戦略
法人ソリューション戦略連携

顧客ロイヤル
ティの向上

地域企業の成長・
業績拡大

地域経済の
活性化

当行収益の拡大

地域の抱える諸問題の解決や地域産
業の振興に、金融機関の立場から積
極的に参画し、地域経済の活性化に
貢献する。
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地域経済活性化への取り組み地域経済活性化への取り組み

観光分野への取組み観光分野への取組み観光分野への取組み

農業分野への取組み農業分野への取組み農業分野への取組み産学官の連携強化、地域産業の育成強化産学官の連携強化、地域産業の育成強化産学官の連携強化、地域産業の育成強化

　・客員社会連携コーディネータ委嘱制度の創設
　・「山梨大学発“ビジネスチャンス”直行便！」の発刊

○医療関連ものづくり交流会への参画

○都内店舗への県内観光情報の発信ツールの設置

○「山梨中銀農業サポートローン」の新設

○ 「やまなし食のマッチングフェア」開催

○フーズインフォマート「山梨食材市場」の開設

医療・介護（福祉含む）分野への取組み医療・介護（福祉含む）分野への取組み医療・介護（福祉含む）分野への取組み

○医療・介護分野に関する推進会議の開催

　・「富士北麓・東部地域産業クラスター促進ローン」の新設
　・創造技術開発支援プロジェクトの推進

○医療・介護事業者向けセミナー開催

○ 「やまなし食のビジネス情報連絡会」の設立

　・当行グループと外部機関との連携による経営支援

○ 「風林火山ビジネスネット（ＢｔｏＢ）」への参画

○ 「山梨甲斐もの市場（ＢｔｏＣ）」への参画

○「東京ビジネス･サミット」への合同出展

○企業誘致情報交換連絡会の設立

○「ビジネスサポートガイド」の発刊

○ 山梨大学との包括的業務連携

　・山梨大学、甲府商工会議所、当行の連携強化
　・山梨大学インキュベーション施設への入居サポート

○ やまなし産学連携推進連絡会「リエゾン－Ｙ」設立

○ 富士北麓・東部地域産業クラスター協議会への参画

○「山梨中銀経営支援コーディネートサービス」の取扱開始

○観光資源の活用、開発コーディネート

　・八ヶ岳南麓地域の活性化コーディネート
　・地域資源活用プログラムの開発コーディネート
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「やまなし食のマッチングフェア」 の開催
（06.5.23） （07.6.5）

「東京ビジネスサミット」への合同出展
（06.11.13～14）（07.10.22～23出展予定）

「山梨食材市場」の開設（06.10.10～）仮想工業団地「風林火山ビジネスネット」
の運営参画（06.9.7～）

「山梨甲斐もの市場」の運営参画
（07.3.23～）

「山梨大学発“ﾋﾞｼﾞﾈｽﾁｬﾝｽ”直行便！」の発行
（06.6.28～）

地域経済活性化への取り組み事例地域経済活性化への取り組み事例

ビジネスマッチングフェア 民間への技術移転

ビジネスマッチングサイト
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　 ２１世紀における新たな収益基盤と位置づけ、

県内を上回る収益性と効率性を実現する。

ビジョンビジョン

経営課題 ２ 融資推進に傾注できる効率的な営業推進態勢の構築
経営課題 ２ 融資推進に傾注できる効率的な営業推進態勢の構築

経営課題 ３

経営資源を西東京ブロック

へ傾斜配分

経営課題 ３

経営資源を西東京ブロック

へ傾斜配分

経営課題 １ 県内店舗の収益性を上回る店舗の構築

（融資の量的拡大、取引採算向上、経営の合理化・効率化）
経営課題 １ 県内店舗の収益性を上回る店舗の構築

（融資の量的拡大、取引採算向上、経営の合理化・効率化）

西東京ブロック戦略の概要西東京ブロック戦略の概要

峡東
ブロック

峡北
ブロック

富士北麓
ブロック

峡西南
ブロック

東京
ブロック

西東京
ブロック

中巨摩
ブロック 甲府第２

ブロック

本店
ブロック

甲府第１
ブロック

東部
ブロック

事業性融資残高目標（末残）　 平成２２年３月　 １,３２２億円 （２２６億円増加）
個人ローン残高目標（末残） 　　　　　同　　　　　　　 ９０１億円 （ ３２億円増加）

・ 「法人開拓特別チーム」の設置（ブロック内全店）

・ブロック内での徹底したＯＪＴ・研修による即戦力となる

　人材の育成

・東京信用保証協会との連携強化

・商工会議所･商工会･法人会と提携した融資商品の推進

・ﾛｰﾝｽｸｴｱと営業店との共同推進態勢の強化

平成１８年３月 町田支店開設
平成１９年６月 府中支店開設

西東京ブロック
人 口 ： ３９３万人 （平成17年3月住民基本台帳）
世 帯 数 ： １７２万世帯 （同上）
事業所数 ： １３万４千所 （平成13年事業所統計）
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西八王子

立川

西国分寺

武蔵小金井

吉祥寺 荻窪

国領

府中

調布
八王子

めじろ台

高尾

新宿
神田

＜新宿支店＞

昭和４０年３月 営業開始
平成１０年６月 現在地へ移転

＜東京支店＞

明治１０年６月第十国立銀行東京出張所

として営業開始

大正５年７月 現在地へ移転

＜荻窪支店＞

昭和５０年１０月営業開始

＜小金井支店＞

昭和５２年１１月 営業開始

＜吉祥寺支店＞

昭和５１年６月 営業開始

昭和５３年６月 現在地へ移転

＜立川支店＞

昭和４９年１０月 営業開始

平成１６年８月 現在地へ移転

同店２階にローンスクエア立川を設置

＜国分寺支店＞

昭和４７年１２月 営業開始

＜調布支店＞

昭和４８年６月営業開始

＜日野支店＞

昭和５２年４月営業開始

＜みなみ野シティ支店＞

平成９年３月 営業開始

平成１５年１１月 現在地へ移転

＜八王子支店＞

昭和４３年３月 営業開始

平成１３年９月 同店２階にローンスクエア

八王子を設置

＜めじろ台支店＞

昭和４５年１０月営業開始

＜東京地区店舗 ：１４カ店 、うち西東京地区店舗 ： １２カ店＞

多くの営業店は、営業開始から３０年～４０年の歴史を有しており、

地元の金融機関としてご愛顧いただいております。

日野

＜町田支店＞

平成１８年３月

営業開始

町田

平山城址公園

八王子みなみ野

東京地区における店舗展開東京地区における店舗展開

中河原

＜府中支店＞

平成１９年６月７日

営業開始
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第７次長計 第８次長計

個人ローン

事業性貸出

平成１６年８月 立川支店に

「山梨中銀ローンスクエア立川」
「法人開拓特別チーム」設置

平成１８年３月
町田支店開設

平成１６年１１月
村山支店を立川支店に統合

平成１５年９月 八王子支店に

「法人開拓特別チーム」設置

西東京ブロックの業績推移西東京ブロックの業績推移（貸出平残）

平成１３年７月
「西東京推進部」設置

平成１３年９月
「山梨中銀ローンスクエア八王子」
オープン

事業性貸出金構成比（19/3）

6% 4% 74% 15%

大企業 中堅企業 中小企業 個人事業主



本日は、弊行の会社説明会にご参加いただきまして、まことにありがとうございました。

本日の説明内容についてのご照会等は、下記までお願いいたします。

【お問い合わせ窓口】

株式会社　山梨中央銀行

経営企画部　広報室

電話　０５５（２３３）２１１１

E‐mail　kouho@yamanashibank.co.jp

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ　http://www.yamanashibank.co.jp/

本資料には、将来の業績に関する記述が含まれております。こうした記述は、将来の業績を保証するものではなく、

リスクや不確実性を内包するものです。

将来の業績は、経営環境の変化などにより、目標対比異なる可能性があることにご留意ください。


